
国有財産（船舶）売払公告
下記国有財産（船舶）を売払いするため、次のとおり一般競争入札に付します。

平成 25年 11月 5日

契約担当官
近畿地方整備局副局長 田邊 俊郎

記
１．売払物件

船名（用途）及び数量 構造・形式等 建造年月日 係船・閲覧の場所

いこま 〇船体部 昭和51年3月29日 神戸市中央区小野浜町７番30号
登録長 24.31ｍ （登録日） 近畿地方整備局神戸港湾事務所が

（清掃船） 全幅 10.80ｍ 指定する場所
深さ 3.10ｍ

１隻 総トン数 162.94トン
満載喫水 約1.80ｍ

船体材料質等 鋼
〇主機関
ディーゼル機関 353kw×２基

〇最大とう載人員
船員 ７名
その他 10名（航行予定時間24時間未満

の場合）
その他 0名（上記以外の場合）

２．競争入札に参加する者に必要な資格等に関する事項
（１） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。
（２） 国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第１６条の規定に該当しない者であること。
（３） 入札参加申込書の提出期限の日から入札の時までの期間に、近畿地方整備局から指名停止を受けていない者であること。
（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団及び警察当局から排除要請があ

る者以外の者であること。

３．入札執行の場所及び日時
（１） 日 時 平成２５年１２月５日（木） １１時００分
（２） 場 所 神戸市中央区海岸通２９ 神戸地方合同庁舎５階 近畿地方整備局総務部経理調達課 現説・入札室
（３） 受 付 平成２５年１２月５日（木） １０時３０分

４．入札保証金
各自の入札金額の１００分の５以上（円未満切り上げ）に相当する金額を、現金にて入札開始前に納付すること。なお、この入札保証金を返還する
場合は、利息を付さない。ただし、平成２５・２６・２７年度の国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格） の資格の種類「物品の買受」を有するも
のは、この限りではない。

５．契約保証金
落札者は、この契約の締結と同時に、入札金額の１００分の１０以上（円未満切り上げ）に相当する金額を納入すること。ただし、平成２５・２６・２７年
度の国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）の資格の種類「物品の買受」を有するもの、又は売払代金を即納する場合においては、この限
りではない。

６．契約条項を示す場所等
契約条件等を示す「入札の手引き書」の配布場所及び期間並びに本件に関する問い合わせ先
（１）配布場所及び問い合わせ先

① 神戸市中央区海岸通２９ 神戸地方合同庁舎
近畿地方整備局 総務部 経理調達課 財産係 （電話：０７８－３９１－７５７６）

② 神戸市中央区小野浜町７番30号
近畿地方整備局 神戸港湾事務所 品質管理課 （電話：０７８－３３３－２５５０）

（２）配布期間
平成２５年１１月５日（火）から平成２５年１１月２１日（木）まで
ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く毎日、９時３０分から１１時００分及び１３時００分から１６時００分まで

７．入札参加申込書の提出先及び期限
（１） 申込先 近畿地方整備局 総務部 経理調達課 財産係 又は 近畿地方整備局 神戸港湾事務所 品質管理課
（２） 申込期限 平成２５年１１月２１日（木） １６時００分

８．入札の無効
本公告に示した入札に必要な資格のない者のした入札及び近畿地方整備局（港湾空港）競争契約入札者心得に違反した入札は無効とする。

９．契約書の作成の要否
要

１０．代金の納付
歳入徴収官近畿地方整備局総務部総括調整官が発行する納入告知書により、指定金融機関に全額納入とする。



１１．売払船舶の引渡し及び撤去
（１） 引渡 当局が売払代金完納を確認した日から3日以内に受領書及び所有権移転登記に必要な書類との引換をもって、引渡完了とする。
（２） 撤去 引渡しを受けた物件は当局の指示する必要な業務を実施して、平成２６年１月３０日（木）までに神戸港湾事務所指定の場所

から撤去するものとする。

１２．船舶の閲覧
本日から平成２５年１１月２１日（木）までの９時３０分から１１時００分及び１３時００分から１６時３０分まで
係船場所は近畿地方整備局神戸港湾事務所の指定する場所。
なお、閲覧希望者は、閲覧を希望する前日の１７時００分までに近畿地方整備局神戸港湾事務所総務課まで必ず連絡をすること。
（電話：０７８－３３３－２５５０）

１３．入札書に関する件
（あて先） 契約担当官 近畿地方整備局副局長 田邊 俊郎
（契約名） 船舶（いこま）１隻売払

１４．その他
（１） 契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
（２） 落札者の決定方法

予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格以上の最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。落
札決定にあたっては、消費税及び地方消費税相当額を含んだ金額で行うので、入札者は、消費税及び地方消費税相当額を含んだ金額を
入札書に記載すること。なお、落札価格に含まれる消費税及び地方消費税相当額は１０５分の５を乗じて求めるものとし、当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てるものとする。

（３）その他 詳細は入札説明書による

以上


